
表貸 借  対  照
平成24年 3月 31日 現在

(単位 :千

目科 額金 目科 金  額

部の産資
立
ロの債負

産‐

金‐

形‐

金‐

金‐

金‐

品‐

産‐

金‐

資
呻
手収
入　
　
罐
当

未

　

払

蔵

流

引

動
み
取業
取
　
　
嘲倒

現

受

営

未

仮

貯

そ

貸

流

有 形 固 定 資 産

∫運市議□
具  備   品

地

産

物
|

物 |

資定固

築

建

構

機

車

器

士

産資

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出    資

差  入  保

金

証  金

長 期 前 払 費 用

リ サ イ ク ル 預 託 金

そ の 他 投 資 等

長 期 定 期 預 金

８

　

９

　

１

２

　

０

　

３

２

　

９

　

４

８

　

５

　

１

７

　

９

４

　

１

340,293

303,412

35,672

16

2,047

20,669

10,178

218,145

16,681

3,803

3,803

0

33,077

7,859

270

883

158

544

2,296

21,067

債負動流

短 期 リ ー ス 債 務

短 期 借 入 金

1年以内返済予定長期借入金

営 業 未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 リ ー ス 債 務

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

金払未

債負定固

illlilll

23,2591

166,400

48,094

2,974

9,825

26,437

202

164,844

9,431

60,478

88,832

5,669

434
△
口 計債負 610,123

部の本台

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

金

金

金

余

備準

本

剰

本

本

資

資

資

90,000

43,574

43,574

74,215

74,215

74,215

608

計〈
回本資 208.398

△
口 計産資 818.521 負 債 及 び 資 本 合 計 818,521



重 要 な 会 計 方 針

1 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券で時価のあるもの

期末 日の市場価格等に基づ く時価法 (評価差額
は全部純資産直入法により処理 してお ります。 )

その他有価証券で時価のないもの

移動平均法による原価法。

2 たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品        移動平均法による原価法。         ~

3 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産    定率法、ただ し平成 10年 4月 1日 以降に取得

した建物 (建物附属設備を除く)については定額
?ブ

=。

(2)長期前払費用    定額法

(3)リ ース資産
所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係 るリース資産

リース期間を耐用年数 とし、残存価格を零 とす
る定額法によってお ります。

4 引当金の計上基準
貸倒引当金       債権の貸倒損失に備 えるため、一般債権 につぃ

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を勘案 し回
収不能見込額を計上 してお ります。

賞与引当金       従業員の賞与支給に備 えるため、支給見込額の

当期負担分額を計上 してお ります。

退職給付引当金     従業員の退職給付に備 えるため、当期末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき計上 してお り
ます。また、当社は複数事業主により設立 され
た企業年金制度 (総合設立型厚生年金基金)に加
入 してお ります。当該企業年金制度における当

社の年金資産は、227,470千 円であ ります。

役員退職慰労引当金   当社の内規による要支給額に基づき計上 してお
ります。

5 リース取引の処理方法
(1)リ ース資産総額に重要性 に乏 しい と認められる場合

リース資産 とリース債務は、 リース料総額で計
上し、減価償却しております。

(2)企業の事業内容に照らして重要性の乏しいリース取引で、リース契約
1件当たりのリース料総額が300万円以下のリース取引

通常の賃貸借取引に準じた会計処理をしており
ます。



(3)適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・ リース取引
リース取引開始 日が会計基準適用初年度開始前
の リース取引については、引き続き通常の賃貸
借取引に係 る方法に準 じた会計処理を適用 して
お ります。

6 消費税等の会計処理         ・
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお ります。

貸借対照表に関する注記

1 関係会社に対する金銭債権債務は次のとお りであ ります。

貸借対照表に計上 した固定資産のほか、車両、器具備品の一部について
は、リース契約により使用 しています。

担保に供 している資産及び担保 に係 る債務

短期金銭債権
短期金銭債務

有形固定資産の減価償却累計額

(1)担保 に供 してい る資産
建 物
土 地

計

1株当た りの純資産

1株当た りの当期純損益

58,640千 円
37,530千 円

576,828千 1円
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7円 77銭

0円 82銭

(2)担保に係 る債務
短期借入金
長期借入金

損益計算書に関する注記

1 関係会社 との取引高は次のとお りであります。

営業収益         514, 421千 円
営業費用         295, 428千 円

1株当たり情報に関する注記
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